
～ 税の公平性を保つため、滞納処分をしています ～

期限内納付 ! 忘れていませんか？
STOP 滞納 ！

　教育・労働と共に国民の三大義務の一つである税金は、医療や教育の充実、安全や秩序の維持など、
私たちの暮らしを豊かにする大切な財源です。
　税金が滞納になった場合は、期限内に納めた人と納めなかった人との不公平をなくすため、法律に
基づき滞納処分を行っています。
　忘れないように、納期内の納付にご協力いただきますようお願いします。
　”ついうっかり！”を防ぐために「口座振替」をご利用ください。

〇上記いずれの差押においても滞納者本人の同意は必要なく、事前の予告等も行いません。
　また、差押後は滞納税を完納しない限り、差押は解除できません。

自宅や会社の捜索による動産
（家電・家具・車・貴金属など）や
不動産（家・土地等）の差押えを行い、
公売などで換価し滞納税に充てます。

動産
不動産

給与や年金を差押え、
滞納税に充てます。

給与
年金

生命保険等の保険を差押え、
給付金や解約返戻金を
滞納税に充てます。

保険預金 口座の預金を差押え、
滞納税に充てます。

徴税吏員（飯塚市職員）が国税徴収法や地方税法に基づき、滞納者の財産を差押え、換価して滞納税
に充てることです。滞納処分を行うことで、大多数の納期限内納税者との公平性を保ちます。

◎ 令和3年度はこれらの通知等の費用に約440万円の税金が使われました。

10日間を過ぎても納付がないと…20日以内

以下の流れで処分が行われます。
また、納期を過ぎるとコンビニ・郵便局での納付が出来なくなります。

電話番号：0948-22-8100（市税等催告業務センター）

　本市では令和 3 年度より現年度のみの市税（軽自動車税・固定資産税・市県民税）及び
国民健康保険税に未納がある方を対象に電話、訪問及び文書催告による納付勧奨等の
催告業務委託を行っています。 ※従事者は業務従事者証明書を携帯しています。

ー 市税等催告業務センターについて ー

令和3年度
飯塚市

差押実績

預金（普通・定期）
給与・年金

動産・不動産
その他（生命保険など）

1,631 件
313 件

45 件
113 件

家宅捜索

公売点数（動産・不動産）

2 件

6 点

※左記
動産・不動産

のうち

上記差押により滞納に充てられた税額　約 8,600 万円

納期限を過ぎると

差押（滞納処分）とは

差押え対象の財産および差押の流れ

納期限 換価督促状発送 財産調査（催告発送）

国民年金だより
遺族基礎年金はどんな時に受給できるの？

　遺族基礎年金は、次のいずれかの要件に当てはまる場合に、死亡した人によって生計を維持されていた
「子※のある配偶者」または「子※」が受給できます。

　亡くなった人が①、②の場合、死亡日の属する月の前々月までの被保険者期間があるときは、その被保険者期間のう
ち、保険料納付済期間（厚生年金の被保険者期間、共済組合員期間を含む）と保険料免除期間を合算した期間が 3 分の 2
以上あることが必要です。
　なお、亡くなった人が 65 歳未満であれば、死亡日の属する月の前々月までの直近 1 年間に保険料の未納がなければ
よいことになっています。
※請求する人により添付書類や請求先が異なりますので、詳しくは窓口にてご相談ください。

“MCS”を知っていますか？

● 遺族基礎年金・障がい年金についてのお問合せ先 ●
医療保険課 年金係（☎内線 1031・1032） / 直方年金事務所　0949-22-0891

※障がい年金の相談は、各支所では行っていません。本庁または年金事務所での相談となります。

　化学物質過敏症（MCS）とは、ごく微量の化学物質に反応して、体調不良を起こす疾病です。発病のきっかけや症状、
その重さについては個人差が大きいことが特徴で、厚生労働省の病名リストに登録されています。発症者の多くは自
覚症状がなく、傷病自体があまり知られていない病であるために、「精神疾患」と誤診されることもあり、症状を悪化さ
せてしまうケースも多いとみられます。MCSの症状によって日常生活を送るのが困難になった人は、障がい年金受給
の対象となる場合があります（原則、障がい年金は65歳になる前に請求が必要です。65歳を過ぎた場合は請求方法が
限定されます）。
　以下の①、②どちらかに該当する場合は、障がい年金を請求できます。

① 初診日から1年6か月後（障がい認定日）に障がい年金の等級に該当した場合
② 障がい認定日（原則として初診日から1年6か月後）時点では障がい年金の等級に
　 該当しないが、その後症状が悪化し、障がい年金の等級に該当した場合

※子…18歳になって最初の3月31日までの子、または、20歳未満で障がい年金の障がい等級1級または2級の状態にある子。
　　　ただし、婚姻していない子に限ります。

対象となる人

受給するための要件

遺族基礎年金額（年額）

◇亡くなった人（いずれかに該当）
　① 国民年金の被保険者である間に死亡したとき。
　② 60 歳以上 65 歳未満の国民年金の被保険者で、日本国内に住所を有していた人が死亡したとき。
　③ 老齢基礎年金の受給権者が死亡したとき。
　④ 老齢基礎年金の受給資格を満たしている人が死亡したとき。
　※③④については、保険料納付済期間、保険料免除期間、合算対象期間が 25 年以上ある人に限ります。
◇受け取る人
　亡くなった人に生計を維持されていた「子のある配偶者」または「子」

◆子が受ける場合 ◆配偶者が受ける場合
1 人のとき……　777,800 円
2 人のとき……1,001,600 円

子が 1 人いる配偶者……1,001,600 円
子が 2 人いる配偶者……1,225,400 円

※子が3人以上の場合は、子が2人のときの額に
　74,600円を加算（1人あたり）

［例］ 子が3人：1,001,600円 ＋ 74,600円
（3人目の加算額）（2人目までの加算額）

※子が3人以上の場合は、子が2人の配偶者の額に
　74,600円を加算（1人あたり）

［例］ 子が3人：1,225,400円 ＋ 74,600円
（3人目の加算額）（2人目までの加算額）
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